
 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年１２月２５日 

 

    ～国内企業間Ｍ＆Ａ取引を「保険」で支援～ 

表明保証保険の引受対象範囲の拡大について 
 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上火災保険株式会社（社長：原 典之）は、本日 

より、企業間Ｍ＆Ａ取引の契約書に規定される「表明保証条項」に違反した場合の損害を補償する表明 

保証保険の引受対象に、国内企業間取引を新たに追加し、「国内Ｍ＆Ａ向け表明保証保険」として発売を 

開始します。 

当社の商品は、わかりやすさの観点から和文約款を使用し、お客さまの多様なニーズに応えるため、 

「売主付保」形式で保険手配できるほか、専門会社との提携を通じて、オーダーメイドによるきめ細かな

保険設計が可能です。お見積りは原則無料かつ、競争力のある保険料水準を実現しています。また、 

三井住友海上経営サポートセンター（以下「経営ＳＣ」）を活用することで、労務リスクの軽減にも役立ち、 

Ｍ＆Ａ取引実行前から一気通貫したサポートが可能となります。 

これにより、Ｍ＆Ａ取引で生じやすい表明保証・補償の交渉における売主と買主間の利害対立による 

交渉の長期化や、Ｍ＆Ａ取引の不成立等を防ぐことができます。 

 三井住友海上は、今後も新たな商品・サービスを提供し、企業の持続的な成長を支援していきます。 

 

１．背景 

 当社は、２０１６年以降、国際間Ｍ＆Ａ取引を対象とする英文約款による表明保証保険を販売し、円滑

なＭ＆Ａ取引等を支援してきました。 

 近年、中小企業を中心とした事業承継や大企業によるベンチャー企業の買収、ならびにディベロッパー

や投資ファンドによる再開発を目的とした不動産買収などが増加しています。また、新型コロナウイル

ス感染拡大の影響により、中小企業の事業再生や大企業における一部門売却（カーブアウト）の急速な

増加が見込まれます。 

 こうした中、企業の持続的な成長、事業承継等の課題解決の一手となるＭ＆Ａ取引を支援するため、 

当社は、国際間Ｍ＆Ａ取引に加えて、国内企業間取引も引受対象としました。 
 

 買主付保 売主付保 

国際間Ｍ＆Ａ 取扱中 取扱中 

国内企業間Ｍ＆Ａ 取扱開始 ＮＥＷ 取扱開始 ＮＥＷ 

 

２．表明保証・補償について 

 Ｍ＆Ａ取引において締結される買収契約書には、一般的に「表明保証条項」が規定されます。これは、

売主が買主に対して、潜在債務や偶発債務が存在しないことなど、Ｍ＆Ａ取引実行の前提となる企業や

事業の状態を「表明」し、「保証」する条項です。これに反する事実（以下「表明保証違反」）が判明し

た場合、売主が買主に損害賠償等を「補償」することとなります。また、表明保証する範囲、違反時の

補償限度額、補償請求できる期間等の条件が折り合わない場合、取引成立の阻害要因になることもあり

ます。 

 こうした課題を解決するためには、「国内Ｍ＆Ａ向け表明保証保険」の活用が有効となります。 
 

取引の当事者 主なメリット 

買主 

○保険手配により、売主が要求する補償限度額・期間等と買主が希望する条件との

ギャップを埋めることができます。 

○買主の保険手配により、表明保証違反に起因して買主が被る損害額を当社に直接 

請求でき、取引成立後の売主との関係を良好に維持することができます。 

売主 

○売主の資力または担保が限定的である場合、保険手配により売主の補償資力を 

 補完できます。 

○将来的な買主からの補償請求に保険で対応できるため、当該事業からの完全な 

 撤退が可能となります。 



３．「国内Ｍ＆Ａ向け表明保証保険」の特長 

（１）売主の保険手配も可能 業界初 

表明保証保険では買主付保※１が一般的ですが、本商品は、売主付保※２も対象とします。売主付保は、 

表明保証違反が発生した場合の担保として売主が買主から金銭の預託を求められたときの代替手段 

等に活用いただけるほか、売主が買主に対して表明保証保険を手配させたい場合で買主がそれを 

望まないときにも活用いただけます。 
 

※１ 買主付保とは、買主が被保険者となり、売主の表明保証違反について買主が売主に請求できる補償額を保険会

社が買主に保険金として支払う構成をいいます。大企業によるベンチャー企業の買収、大企業における一部門

の売却、中小企業の事業承継を目的としたＭ＆Ａなど、幅広いＭ＆Ａ取引にご活用いただけます。 

※２ 売主付保とは、売主が被保険者となり、売主の表明保証違反について売主が買主に補償する金額を保険会社が 

売主に保険金として支払う構成をいいます。主に中小企業の事業承継を目的としたＭ＆Ａ取引にご活用いた 

だけます。 
 

（２）オーダーメイド型設計と競争力のある保険料水準 

保険の対象とする表明保証の範囲等を原則としてオーダーメイドで設計します。また、柔軟な保険 

設計を維持しつつ、競争力のある保険料水準を実現し、より活用いただきやすくしています。 
 

 買主付保 売主付保 

対象とするＭ＆Ａ取引の規模 ２億円以上 １～５億円 

保険料イメージ ５００万円以上 ３００万円以上 
 

（３）お見積もりは原則無料※３ 

一般的に保険料とは別に発生する「お見積もり費用」を原則無料としました。お客さまのご検討に 

要するコストを削減でき、従来よりご利用しやすくなっています。 

 

    ※３ 当社が定める所定の条件に合致する場合に無料となります。 
 

（４）専門会社との提携によるきめ細かな保険設計や保険引受 

本商品の取り扱いには、Ｍ＆Ａ実務、法律知識などの高度な専門性が必要です。当社は、Ｍ＆Ａ 

実務や本商品に関して深い知見やノウハウを有する専門代理店「株式会社タイムマシーンアンダー 

ライターズ（代表取締役ＣＥＯ：稲田 行祐）」と提携し、個々の取引に応じた、きめ細かな保険 

設計を実現します。 
    

 

■株式会社タイムマシーンアンダーライターズ 

国内初の表明保証保険を専門とするコンサルティング会社・保険代理店として、２０１９年に設立

されました。代表取締役ＣＥＯの稲田氏は、国内法律事務所（パートナー）・金融庁監督局保険課（課

長補佐）・国内損保会社（上席執行役員、表明保証保険チーフアンダーライター）等を経て、同社代

表取締役ＣＥＯに就任しました。   

                                   
 

 

４．経営ＳＣとの連携 

経営ＳＣは、主に中堅・中小企業を対象に、さまざまな経営リスクや経営課題の解決を支援しています。   

３５，０００社超の支援実績※４があり、保険業界で唯一「経営革新等支援機関」に認定※５されています。 

例えば、事業承継を検討中の事業者が、経営ＳＣの人事・労務アドバイスを通じ、各種規程を整備する

ことで、事前に労務リスクの軽減が可能となります。このため、表明保証保険の加入と合わせることで、

Ｍ＆Ａに伴うリスクを切れ目なくカバーできます。 
 

※４ ２０２０年３月末現在。 
※５ ２０２０年１１月現在、中小企業経営力強化支援法にもとづき国が認定を行うものです。中小企業が安心して経営

相談等が受けられるために、専門的知識や、実務経験が一定レベル以上の者に対し認定することで、公的に認めら

れた支援機関として位置づけられています。 

 

以 上 


